生存権裁判支援県内キャラバン　実施要項

２０１４年３月２２日

生存権裁判を支援する全国連絡会

＜意義と目的＞

生存権裁判は京都と福岡が最高裁に係属し、３月２４日に新潟裁判の東京高裁判決、２６日に広島高裁判決、さらには６月３０日に秋田裁判の仙台高裁秋田支部判決が出されるというたたかいの山場を迎えます。熊本は３月１２日地裁で不当判決がだされ、兵庫は４月１７日に地裁で原告ビデオ放映、青森は４月２５日に仙台高裁で２人の証人尋問がおこなわれることになりました。

こうした裁判の進行状況のもとで、「今、キャラバン」をおこない、生存権裁判支援と社会保障会改悪とのたたかいを一体のものにし、裁判勝利と社会保障改悪を押し返していく力にしていくことが求められます。多くの団体・個人を結集し今後の運動につなげていきましょう。

＜行動内容＞

1 キャラバン実施に当たって支援する会・支える会は社保協や県労連など経験のあるところに参加を求め、「キャラバン対策会議」をつくり行動の具体化をします。団体・労組をまわり支援行動を要請。
2 キャラバン実施前に「生存権裁判と社会保障改悪」と「キャラバンで何をするか」について意義を意思統一する学習会を行います。生活保護利用者が参加できるようにします。
3 県内の主要個所で宣伝・署名活動を行い、生存権裁判支援と募金を呼びかけます。

4 自治体首長へ「老齢加算復活、基準引き下げと生活保護改悪反対、最賃の引き上げ」「基準引き下げによる影響とその実態。生保取り消しの実態（件数と内容）と被害救済への自治体の手立て」を要請し懇談。共同してキャラバンをする場合は統一要請書に盛り込んでもらいます。
5 キャラバンの主旨にそって各地で集会や学習会を企画します。

6 県内マスコミへの働きかけ、キャラバンについての記者会見を行います（可能なら、行動を知らせる事前会見と、行動や要請をした報告をする事後会見の２回）。
＊行動の具体的例＝A. 午後に自治体とアポが取れている場合、労組周りをして宣伝→首長への要請　B. 集中行動日として一定の人数の参加があれば班別にして行動
なお、上記の行動内容は、一般的なモデルとして列記したものです。それぞれの自治体の事情に応じて、創意、工夫しましょう。
＜参加対象＞

「支援する会」の構成団体・協力団体を中心に市民各層と傘下会員、個人。

キャラバンへの参加を幅広く要請（要請文　ひな形　４月中旬）
＜実施期間＞

京都の判決がいつ出されてもおかしくない情勢であることから、5月24日の総会で意思統一したのち６月～7月にかけて実施。この実施要項に基づき各支援する会で準備をすすめ、総会で準備状況を報告し合い、総会後から出発します。

＜実施準備＞　
実施要項を基に各県で具体化
◎全国連が準備＝首長への「要請文」「懇談要請文」（ひな形　４月）、ビラ（片面　５月上旬）

◎県・地域ごとで準備＝各県の実施要項（キャラバン対策会議・体制づくり、団体要請の計画、自治体要請の計画・段取り、各種文書の作成）

ハンドマイク、横断幕、ビラ、署名用紙、のぼりなど。各行動への参加体制。
車でまわる場合は宣伝カー・運転手。　
新たなのぼり「生存権裁判支援　県内キャラバン」（仮）を注文に基づいて作ります。

従来ののぼり（青地に白抜き・文字は〈憲法で保障された「生存権」を守れ　生存権裁判を支援する全国連絡会〉、各地の名前が入れられる部分白抜き）1000円。

＊横断幕の作成が困難な場合はご注文ください。
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